
令和４年度 下関市景観まちづくり活動支援補助金応募要領

景観まちづくり活動支援制度は、景観まちづくり活動を行う団体に対して助成を行う

制度です。

１ 申請できる団体と支援する活動内容

10 人以上の者で構成され、その組織及び運営等に関する規約を有する団体が行う、次

のいずれかの景観まちづくり活動について補助を行います。

(1) 景観の保全、育成及び創出に関する課題等の把握を行う活動

(2) (1)の課題等の解決に向けた検討、取組み等を行う活動

(3) 景観に関する市民意識の醸成を図る活動

２ 補助対象外となる活動

良好な景観を保全し、育成し、又は創出するための活動であっても、花壇の維持管理

や地区の清掃等のみをその内容とする活動は、対象になりません。また、「１」に掲げ

る活動であっても、次に掲げる活動は、補助の対象になりません。

(1) 市、山口県その他公共団体又は公共的団体の補助金等の交付を受けている活動又

は受ける見込みのある活動

(2) 先進地の視察、各種会議又は講演会への出席及び他の団体等との交流のみにとど

まる活動

(3) 景観まちづくり活動と関係の薄い物品販売、発表会及び展示会等の活動

(4) 過去 2 回以上下関市景観まちづくり活動支援補助金の交付を受けた活動

(5) その他補助することが適当でないと認められる活動

３ 補助金の金額等

補助金の総額は、10 万円とします。

また、補助金の額は、補助対象経費の額の 2 分の 1 以内の額（補助対象経費の総額か

ら本事業により得られる収入の額を控除して求めた額の 2 分の 1 以内の額）とします。

補助金の交付決定件数が 2 件以上となる場合で、それらの補助対象経費に 2 分の 1 を

乗じて得た額の総額が 10 万円を超えるときは、補助対象者 1 件当たりの補助額は、10

万円を補助金の交付決定件数で均等割りして得た額とします。ただし、各補助対象者に

対する補助金は、それぞれの補助対象経費に 2 分の 1 を乗じて得た額を上限とします。



４ 補助対象事業の期間

令和 4 年(2022 年)10 月 1 日から令和 5 年(2023 年)3 月 31 日までとします。

５ 補助対象経費

区分 補助対象経費

報償費 講師・専門家等への謝礼等（高額謝礼並びに主催関

係者及び補助団体構成員等への謝礼及び報酬を除

く。）

旅費 交通費、通行料金等（補助対象事業外の日常活動並

びに景観まちづくり団体の定例会、総会及び表彰式

等の出席に要する交通費を除く。）

需用費 チラシ・ポスター・報告書等の印刷費、消耗品費、

燃料費、飲料代（酒類を除く。）等（補助対象事業

に使用したことを証明することが困難な経費を除

く。）

役務費 翻訳・原稿料、通信運搬にかかる経費、保険料等（電

話料金、ファクシミリ・インターネット通信料その

他事業に使用したことを証明することが困難な経費

を除く。）

使用料及び賃借料 会場及び車両の借上げ料等

原材料費 原材料費（補助対象事業に使用したことを証明する

ことが困難な経費を除く。）



６ 補助対象経費の制限

申請団体が申請する事業以外の事業を行っている場合は、それらの事業と共通する運

営費や事務所等の管理費等は、補助対象になりません。

７ 補助金の交付申請

申請に当たっては、次に掲げる書類を提出していただきます。

□景観まちづくり活動支援補助金交付申請書（要綱様式第 1 号）

□景観まちづくり活動計画書（別紙 1）

□景観まちづくり団体の規約（任意様式）

□景観まちづくり団体の構成員の氏名及び住所がわかる書類（任意様式）

□収支予算書（別紙 2）

□その他市長が必要と認めて指示する書類

□団体概要書（別紙 3）

□団体の前年度決算書（任意様式、前年度に活動を行っている場合のみ）

□会報等団体の活動内容がわかるもの（任意様式、作成している場合のみ）

８ 審査方法

申請内容が、景観まちづくり活動支援補助金交付要綱及びこの応募要領に適合してい

るか審査を行い、補助対象事業及び補助金の額を決定します。

９ 申請のスケジュール等

以上

□募集開始 令和 4 年(2022 年)6 月 27 日(月)

□申請相談と受付 都市計画課において募集締切まで随時相談に応じま

す 。 ご 来 庁 さ れ る 場 合 は 、 事 前 に 都 市 計 画 課

（Tel.083-231-1225）にご連絡ください。

□募集締切 令和 4 年(2022 年)9 月 20 日(火)17 時 15 分まで

□提出先 下関市 都市整備部 都市計画課

□審査 令和 4 年(2022 年)9 月下旬頃（申請内容についてヒア

リングをさせていただく場合があります。）

□交付（不交付）決定

予定日

令和 4 年(2022 年)9 月 30 日(木)（申請内容の審査を行

いますので、申請のあった額の 2 分の 1 の額について

交付決定することを約束するものでなく、一部減額し

て交付決定を行う場合や不交付の決定を行う場合もあ

ります。）


